
・ 小城市一般会計補正予算総括表

・ 小城市一般会計補正予算（第１号）

令和６年度小城市補正予算（５月専決)資料

１

２



◎　一般会計 （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

３ 下水道事業会計

577,511583,345

備 考

１ 水道事業会計 391,953 0

① 国民健康保険特別会計 4,993,244 75,900 5,069,144

後期高齢者医療特別会計

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計

△ 5,834

補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

24,982,032 567,416 25,549,448１ 一般会計

２ 特別会計 5,576,589

391,953

２ 病院事業会計

②

1,805,509

70,066 5,646,655

1,602,702 202,807

3,344,274 △ 226,655 3,117,619

令和６年度　小城市一般会計補正予算総括表

会 計 区 分
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　　　小城市一般会計補正予算（第１号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

11.0環 境 性 能 割 交 付 金 13,552 0 13,552 0.1 土 木 費 2,811,288 0 2,811,288

地 方 交 付 税 7,050,000 0

合 計 24,982,032

1,348,110 5.3

諸 収 入 368,746 5

567,416

368,751

市 債 0 2,002,944

合　　　　　計

2,002,944

25,549,448

7.8

7.6繰 入 金

2,588,851

25,549,448

0.4

24,982,032100.0

1.4

567,416 100.0

0.0

0.1

0.0

506,399 0 506,399

30,000

5.3

10.1

0 247,161 1.0 消 防 費 1,350,486 0

1 0 1

1,350,486

2.0

8.9

7,050,000 27.6 教 育 費 2,588,851 0

使 用 料 及 び 手 数 料 165,010 0 165,010 0.6

国 庫 支 出 金 3,956,824 30,000 0

100,000繰 越 金 100,000 0

1,999,001 7.8県 支 出 金 1,999,001 0

財 産 収 入 22,218 0 22,218 0.1

0 1,952,248

1,348,110

1,952,248

寄 附 金 0

分 担 金 及 び 負 担 金 123,915 0 123,915 0.5 公 債 費 2,263,529 0 2,263,529

7,800 0 7,800 0.0 災 害 復 旧 費

567,411 4,524,235 17.7 予 備 費

諸 支 出 金

0 340,998 1.3

法 人 事 業 税 交 付 金 62,479 0 62,479 0.2 農林水産業費 1,153,635 0 1,153,635

地 方 消 費 税 交 付 金 1,072,261 0 1,072,261 4.2 商 工 費 340,998

36.3

地 方 譲 与 税 160,468 0 160,468 0.6 総 務 費 2,498,532

9.8

利 子 割 交 付 金 1,768 0 1,768 0.0 民 生 費 8,714,850 567,416 9,282,266

0 2,498,532 9.8

配 当 割 交 付 金 20,176 0

247,161地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

令和６年度　第１号補正後予算総額　　25,549,448千円

4.5

20,176 0.1 衛 生 費 2,498,834 0 2,498,834

株式等譲渡所得割交付金 24,061 0 24,061 0.1 労 働 費 9,177 0 9,177

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

歳 出

補 正 額

4,283,290

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ5億6,741万6千円を追加し、補正後の総額を歳入歳出そ
れぞれ255億4,944万8千円とするものです。
　歳入については、事務事業に伴う国庫支出金及び諸収入を計上するものです。
　歳出については、物価高騰の影響が長期化する中、影響を受けられている低所得世帯を対象
に、１世帯10万円の給付金とその世帯の児童一人当たり５万円の給付金を支給する「令和６年度
物価高騰対策給付金支給事業」及び令和６年度税制改正による所得税・住民税の定額減税で減税
しきれないと見込まれる方に対し、その差額を基に給付金を支給する「定額減税補足給付金（調
整給付）支給事業」を計上するものです。

16.8 議 会 費 215,452 0 215,452

歳 入

補 正 前款 別

0.8市 税 4,283,290 0
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